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別紙２                 (案) 

藤枝市被災者生活再建支援システム及び家屋間取図保守業務委託契約書 

 

発注者 藤枝市（以下「発注者」という。）と、受注者〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇（以下「受

注者」という。）は、藤枝市被災者生活再建支援システム及び家屋間取図保守業務委託につい

て、次のとおり業務委託契約を締結する。 

 

（委託業務） 

第１条 発注者は、受注者に対し、藤枝市被災者生活再建支援システム及び家屋間取図保守

業務委託（以下「委託業務」という。）を委託し、受注者はこれを受託する。 

 

（契約の履行） 

第２条 受注者は発注者が示す当該業務仕様書に基づき、委託の本旨に従い契約締結後指定

する日までにその委託業務を完了するものとする。 

 

（契約の期間） 

第３条 委託業務の期間は、令和８年２月１日から令和 13年１月３１日までとする。 

 

（委託料） 

第４条 発注者は、委託業務を処理する費用（以下「委託料」という。）として、別表に示す

金額を各年度の委託業務終了後、受注者の請求に基づいて支払うものとする。 

 

 （契約保証金） 

第５条 藤枝市財務規則第１４９条第１項第３号に基づき契約保証金を免除とする。 

 

（業務完了届出書） 

第６条 受注者は、各年度の３月３１日及び委託業務終了後、直ちに発注者の指定する担当

職員の検査を受けるとともに、委託業務完了届出書を発注者に提出しなければならない。 

 

（委託料の支払い） 

第７条 受注者は、前条に規定した委託業務完了届出書提出の後、速やかに委託料を発注者

に請求するものとする。 

２ 発注者は、受注者の請求の日以後、３０日以内に受注者の指定する口座に、委託料を振

り込み支払うものとする。 

 

（確約事項） 

第８条 発注者に対し、受注者又は受注者の下請負者（下請負が数次にわたるときはその全

てを含む。以下同じ。）は、次のいずれにも該当しないことを確約する。 
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⑴ 役員等（受注者又は受注者の下請負者が個人事業主である場合にあってはその者を、

受注者又は受注者の下請負者が法人である場合にあってはその役員又はその支店若しく

は常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が、暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴力団対策法」という。）第２

条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以

下「暴力団員等」という。）であること。 

⑵ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団

員等が経営に実質的に関与していること。 

⑶ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用していること。 

⑷ 役員等が、暴力団若しくは暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していること。 

⑸ 役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していること。 

 

（不当介入を受けた場合の措置） 

第９条 受注者は、暴力団関係企業等による不当介入を受けた場合は、断固としてこれを拒

否するとともに、不当介入があった時点で速やかに市へ報告及び警察への通報を行い、捜

査上必要な協力をするものとする。 

 

（個人情報の保護に係る責務） 

第１０条 発注者は、この契約の履行にあたり知り得た個人情報について、個人情報の漏え

い、滅失、き損その他個人情報保護に必要な措置を講じなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第１１条 発注者及び受注者は、この契約の履行に関連して知り得た相手方の業務内容及び

個人情報に関する資料等について、本契約期間のみならず、本契約終了後も第三者に漏ら

してはならない。 

 

（受注者の責務） 

第１２条 委託業務の履行にあたっては、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律

第 10 条第 1 項の規定に基づく「藤枝市における障害を理由とする差別を解消するための

職員対応要領」（平成 28 年 3 月 11 日藤枝市長決定）第２条に規定する不当な差別的取扱

いの禁止及び第３条に規定する合理的配慮の提供について留意すること。 

 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第１３条 受注者は、発注者の承認を得ないで、委託業務の一部又は全部を第三者に委任し、

又は請け負わせてはならない。 
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（業務内容の変更等） 

第１４条 受注者は、契約締結後事情の変化等により委託業務を遂行することが困難となっ

た場合は、発注者に申し出て必要な指示を受けなければならない。 

 

（業務内容の指示） 

第１５条 発注者は必要があると認めるときは、受注者に対し委託業務の処理について指示

することができる。 

 

（再委託の制限等） 

第１６条 受注者は、委託業務の処理の全部若しくはその一部を一括して他に委託し、又は

請け負わせてはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず受注者は、委託業務の処理を他に委託し、又は請け負わせよう

とするときは、あらかじめ書面により発注者に届け出なければならない。 

 

（損害賠償） 

第１７条 受注者は、委託業務の履行に関し、自己の責めに帰すべき事由により、発注者の

建造物、器物等を滅失若しくはき損したとき又は発注者に損害を与えたときは、受注者の

負担において、発注者の指定する期限までに現状を回復し、又はその損害を賠償しなけれ

ばならない。 

 

（履行遅延による損害金等） 

第１８条 受注者は、契約の履行遅延があったときは遅延日数に応じ、委託料に政府契約の

支払い遅延に対する遅延利息の率を定める告示（昭和 24 年大蔵省告示第 991 号）で定め

る割合により計算した金額（その総額が１００円未満の場合は除く。）を損害金として発注

者に納付しなければならない。 

２ 発注者の責めに帰すべき事由により、第７条第２項の規定による委託料の支払いが遅れ

た場合において、受注者は、未受領額について、遅延日数に応じ、政府契約の支払い遅延

に対する遅延利息の率を定める告示（昭和 24 年大蔵省告示第 991 号）で定める割合によ

り計算した遅延利息（その総額が１００円未満の場合は除く。）の支払いを発注者に請求す

ることができる。 

 

（発注者の解除権） 

第１９条 発注者は、受注者が各号の一に該当する場合には、この契約を速やかに解除する

ことができる。 

⑴ 受注者が、この契約を誠実に履行しないとき、又は履行する見込みがないと発注者が

認めるとき。 

⑵ 受注者が、この契約の締結又は履行に当たり、不正な行為をしたとき。 

⑶ 受注者が、銀行取引を停止されたとき。 
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⑷ 前各号のほか、受注者が、この契約の条項又はこれに基づく仕様書に違反したとき。 

２ 前項の契約解除により発注者が損害を受けたときは、受注者は、委託料の１０分の１に

相当する額の違約金を発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

 

第２０条 発注者は、受注者又は受注者の下請負者が暴力団関係企業等であることが認めら

れた場合、何らの催告を要さずに本契約を解除することができる。 

２ 発注者が、前項の規定により、当該契約を解除した場合には、発注者はこれによる受注者

の損害を賠償する責を負わない。 

 

第２１条 発注者は、履行期限内においては、第１９条第１項及び前条第１項の規定による

ほか必要があるときはこの契約を解除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を及ぼしたと

きは、その損害を賠償しなければならない。この場合において、賠償額は発注者と受注者

とが協議して定める。 

 

（受注者の解除権） 

第２２条 受注者は、次の各号の一に該当する場合には、この契約を解除することができる。 

⑴ 委託業務の内容が変更され、委託料が３分の２以上減少したとき。 

⑵ 発注者が、契約に違反し、その違反によって契約の履行が不可能になったとき。 

２ 受注者は、前項に規定により契約を解除した場合において、損害があるときはその損害

の賠償を発注者に請求することができる。 

 

（解除の効果） 

第２３条 契約が解除された場合には、第２条に規定する発注者及び受注者の義務は消滅す

る。 

２ 発注者は前項の規定にかかわらず、契約の解除が行われた場合は、履行を完了した業務

に相応する金額から未払金があれば、発注者は支払委託料を精算する。 

３ 前項の履行を完了した業務に相応する金額は、発注者受注者協議して定める。 

 

（解除に伴う措置） 

第２４条 受注者は、契約が解除された場合において、貸与品等があるときは、当該貸与品

等を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品等が受注者の故意

又は過失により滅失又はき損したときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又

は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。 

２ 受注者は、契約が解除された場合において、作業現場に受注者が所有又は管理する物件

（第１６条第２項の規定により、受注者から業務を委任され、又は請け負った者が所有又

は管理するこれらの物件及び貸与品等のうち故意又は過失によりその返還が不可能となっ

たものを含む。以下次項において同じ。）があるときは、 受注者は当該物件を撤去し、又
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は作業現場を原状に復し、若しくは取片付けなければならない。 

３ 前項に規定する撤去並びに原状回復及び取片付けに要する費用（以下本項及び次項にお

いて「撤去費用等」という。）は、受注者が負担する。 

４ 第２項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、

又は作業現場の原状回復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わっ

て当該物件の処分又は作業現場の原状回復若しくは取片付けを行うことができる。この場

合においては、受注者は、発注者の処分又は原状回復若しくは取片付けについて異議を申

し出ることができず、また、発注者が支出した撤去費用等を負担しなければならない。 

５ 第１項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、契約の解除が第  

１９条又は第２０条によるときは、発注者が定め、第２１条又は第２２条の規定によると

きは受注者が発注者の意見を聴いて定めるものとする。 

 

（予算の減額又は削減に伴う解除等） 

第２５条 この契約は、地方自治法第２３４条の３に定める長期継続契約であり、発注者は、

契約期間中であっても、この契約を締結した翌年度以降において、この契約に係る歳出予

算の減額又は削減があった場合には、この契約を変更又は解除することができる。 

２ 前項に規定によりこの契約を解除した場合において、受注者に損害を及ぼしたときは、

発注者は受注者に対し、その損害の賠償の責めを負うものとする。この場合における当該

賠償の額は発注者と受注者とが協議して定めるものとする。 

 

（受注者の法令上の責任） 

第２６条 受注者は、委託業務従事者に係る労働基準法（昭和 22年法律第 49号）、職業安定

法（昭和 22年法律第 141号）、最低賃金法（昭和 34年法律第 137号）、労働安全衛生法（昭

和 47年法律第 57号）、及び雇用保険法（昭和 49年法律第 116号）、の規定及びその他関係

する各種法律等による、労務に関する一切の責任を負わなければならない。 

 

（受注者業務従事者の災害に対する措置） 

第２７条 受注者は、委託業務の履行に関し生じた受注者の委託業務従事者の災害について

は全責任をもって措置し、発注者は何ら責任を負わない。 

 

（事故等の報告） 

第２８条 受注者は、委託業務の履行に際し事故の発生を知ったときは、その事故発生の帰

責の如何を問わず、直ちにその旨を発注者に報告し、速やかに応急措置を講じたあと、遅

滞なく詳細な報告書及び今後の対処方針を提出しなければならない。 

２ 受注者は、前項の事故が情報の漏えい、滅失又はき損に係るものである場合には、当該

情報の内容、項目、数量、事故の発生場所、発生状況等を詳細に記載した書面により、速

やかに発注者に報告し、発注者の指示に従うものとする。 
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（名称等の変更届） 

第２９条 受注者は、受注者の名称若しくは組織、又は住所の変更があったときは、速やか

に書面により発注者に届け出なければならない。 

 

（定めのない事項） 

第３０条 この契約に定めのない事項について、疑義又は紛争が生じた場合、発注者受注者

協議してこれを定め、又は解決する。ただし、藤枝市財務規則（昭和 52 年藤枝市規則第

11 号）に定めがある事項については、同規則に従うものとする。 

 

この契約の成立を証するため、本書２通を作成し発注者受注者記名押印のうえ、各自その

１通を所持する。 

 

令和 年 月 日 

 

藤枝市岡出山一丁目１１番１号 

発注者        藤枝市 

市長 北 村 正 平  印 

 

                   住所 

受注者 商号   

氏名                 ㊞ 

 

                   （法人にあっては代表者の氏名） 
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別表 

年度 業務概要（回数等） 期間 委託料 

令和７年度 システム利用料・保守（随時） ２ヶ月 

            円 

（うち取引に係わる消費税及び

地方消費税額      円） 

令和８年度 

システム利用料・保守（随時） 

システム定期点検（１回） 

利用者向け研修（１回） 

家屋間取図データ更新（１回） 

12ヶ月 

            円 

（うち取引に係わる消費税及び

地方消費税額      円） 

令和９年度 

システム利用料・保守（随時） 

システム定期点検（１回） 

利用者向け研修（１回） 

家屋間取図データ更新（１回） 

12ヶ月 

            円 

（うち取引に係わる消費税及び

地方消費税額      円） 

令和 10年度 

システム利用料・保守（随時） 

システム定期点検（１回） 

利用者向け研修（１回） 

地図データ更新（１回） 

家屋間取図データ更新（１回） 

12ヶ月 

            円 

（うち取引に係わる消費税及び

地方消費税額      円） 

令和 11年度 

システム利用料・保守（随時） 

システム定期点検（１回） 

利用者向け研修（１回） 

家屋間取図データ更新（１回） 

12ヶ月 

            円 

（うち取引に係わる消費税及び

地方消費税額      円） 

令和 12年度 

システム利用料・保守（随時） 

システム定期点検（１回） 

利用者向け研修（１回） 

家屋間取図データ更新（１回） 

10ヶ月 

            円 

（うち取引に係わる消費税及び

地方消費税額      円） 

合計 60ヶ月 

            円 

（うち取引に係わる消費税及び

地方消費税額      円） 

 


